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現状

給水戸数が増加傾向にある一方、１戸あ
たりの使用水量の減少により、全体とし
ての有収水量及び料金収入は減少傾向に
あります。

過去の水道料金算定要領では、基本水量
の設定は経過措置となっていましたが、
現在ではその記述さえも消え、基本水量
の妥当性が乏しくなってきています。

現在の基本料金収入の割合は36％であり、
この割合が高まるほど、水需要の増減に
影響を受けにくい料金体系となります。

現行の料金水準のままでは、令和10年度
に赤字となります。

課題

① 令和10年度以降の赤字
解消

基本料金収入と従量料金
収入の割合の見直し

③ 逓増度の見直し

④ 基本水量の見直し

今後の水道料金の見直し
では、水道料金体系とし
て公平性を担保するとと
もに、経営環境の変化に
強い仕組みを構築する必
要があります。

検討ポイント

小口径(13・20㎜)について、給水戸数は
全体の99％、使用水量は87％を占め
ますが、水道料金収入は77％と乖離が
あります。

昨年度決定事項の確認・今年度の進め方

②

①

③

④

⑤

②
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料金改定に当たり目標とする指標
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内 容目 標 指 標

経常収支比率 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用

料金収入等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度まかなえているかを表す指標。

⇒水道事業は独立採算制を原則とされており、黒字を示す 100％以上となることが求められる
ため、経常収支比率100％以上を目標とする。

① 経常収支比率100％以上

水道事業は停止することができない重要なインフラである。

資金残高は運転資金、設備投資資金、震災等に備えるための臨時資金として確保する必要が
あり、料金収入３～６か月程度の資金残高を保有することが望ましいと考えられる。

⇒災害時、復旧までに半年を要すると仮定し、６か月程度の資金残高確保を目標とする。

② 水道料金収入の６か月程度の
資金残高確保

昨年度決定事項の確認・今年度の進め方
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ステップ1
財政計画の策定

ステップ4
料金表（案）の確定

ステップ3 
料金体系の設定

 将来の水需要予測の算定
 将来の財政収支のシミュレーション

 料金体系の設定
3-1 基本料金収入と従量料金収入の割合の設定
3-2 従量料金の逓増度の設定
3-3 基本水量の設定
3-4 口径別基本料金単価の設定（口径別従量料金）
3-5 従量料金の水量区画の設定
3-6 用途別料金の設定（用途別、口径別料金体系の採用）

 各種検討事項の説明
 料金表案のパターン提示

 料金水準の算定
2-1 料金算定の手法の説明
2-2 目標の設定
2-3 料金算定期間の設定
2-4 平均料金改定率の決定

ステップ2
料金水準の算定

平
均
改
定
率
の
決
定

料
金
体
系
の
設
定

（出典:公益社団法人日本水道協会「水道料金算定要領」を参考に作成）

上下水道事業運営審議会

審議済

2-1、2-2は審議済

2-3、2-4は
今回審議対象

今後審議予定

今後審議予定

済
済

今回
審議対象

済
済

昨年度決定事項の確認・今年度の進め方
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料金算定期間の考え方
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料金算定期間

算定期間が短い場合(３年未満)

 頻繁に料金が見直しされるこ
とで、日常生活に混乱をきた
す可能性がある

 改定に関する検討を毎年行う
こととなり、事務負担が大き
くなりコストがかかる

算定期間が⾧い場合(５年超)

 算定期間が⾧期になり過ぎると、
経済の推移、需要の動向等、
不確実性を多く含むことになる

出典 公益社団法人日本水道協会「水道料金算定要領」令和7年2月

「水道料金算定要領」における料金算定期間

料金算定期間は、算定時からおおむね3年から5年を基準とし、期間ごとの適切な時期に見直しを行わなければならない。

9

推奨算定期間（３～５年）
 確実性の高い見通しを基に料金

算定することが可能

 水道料金を⾧期にわたり安定的
に維持することができ、使用者
にとっても家計の見通しが立て
やすい

 ⾧期の投資や更新費用を料金に
織り込みやすい
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料金改定率の決定

財政見通しを踏まえた料金改定水準

11

総 括評価
料金

改定率
賃金

上昇率
物価

上昇率料金改定パターン

 全てのパターンについて、料金算定期間である令和14
年度までの経常収支比率、資金残高共に目標を達成する
見込みとなっています。

 パターンＡは現在の経済情勢を鑑みると物価上昇率や
賃金上昇率は低水準となっていると考えられます。

 パターンＣ・Ｄは物価上昇率が上振れした場合に必要な
料金改定率となります。

△19.7%1.5％1.1％過去投影パターンA
（内閣府）

◎24.7%3.0％2.0%成⾧移行パターンB
（内閣府）

〇27.2%3.0％2.5%パターンB
＋物価上昇をさらに見込む

パターンC
（日銀短観）

△29.7%3.0％3.0%パターンC
＋物価上昇をさらに見込む

パターンD
（想定超）
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料金改定率の決定

物価上昇率

（出典）内閣府HP:中⾧期の経済財政に関する試算（令和8年1月22日経済財政諮問会議提出）
https://www5.cao.go.jp/keizai2/keizai-syakai/shisan/2601hontai.pdf

経営戦略策定時は「２.０％」を採用していました。
⇒昨今の物価上昇傾向を鑑み、経営戦略策定時より高い物価上昇率を見込むかどうか検討した結果、
国の金融政策により「２.０％」が維持されるとの見立てから、内閣府が公表している物価上昇率の
うち、現行どおり「2.0％」が妥当と考えました。
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財政収支計の考え方
料金改定率の決定

賃金上昇率

（出典）内閣府HP:中⾧期の経済財政に関する試算（令和8年1月22日経済財政諮問会議提出）
https://www5.cao.go.jp/keizai2/keizai-syakai/shisan/2601hontai.pdf

経営戦略策定時は当時の人件費の上昇率を加味し、「1.3％」を採用していました。
⇒労働生産性の高まりや、相対的に高い成⾧率、需要の増大等に伴い物価の上昇が見込まれること
から追随して賃金も上昇することが想定されています。見直し検討の結果、内閣府が公表している
賃金上昇率のうち、成⾧移行ケースの「3.0％」が妥当と考えました。
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料金改定率の決定

【パターンA（過去投影）】
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 料金算定期間内は経常収支比率100％以上となり、目標①を達成する見込みです。
 料金算定期間内は水道料金収入の６か月程度の資金残高を概ね確保することができ、目標②を達成する見込みです。※令和10年度除く

 現在の社会情勢を鑑みると物価上昇率や賃金上昇率が低水準であると考えられ、想定よりも物価等の上昇により損益が悪化した場合、
料金算定期間内において再度料金改定検討が必要となる場合があることに加え、次回料金改定率が高くなる見込みです。

令和14年度値
総括原価料金改定率賃金上昇率物価上昇率パターン 料金収入

6か月分資金期末残高料金回収率経常収支比率当年度純損益

2,137,943千円2,248,719千円93.7％101.7％94,149千円5,318,151千円19.7%1.5％1.1％過去投影

★目標指標① 経常収支比率100％以上 ★目標指標② 水道料金収入の６か月程度の資金残高確保
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料金改定率の決定

【パターンB（成⾧移行） 】
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 料金算定期間内は経常収支比率100％以上となり、目標①を達成する見込みです。
 料金算定期間内は水道料金収入の６か月程度の資金残高を概ね確保することができ、目標②を達成する見込みです。※令和10年度除く

 想定よりも物価等が上昇し損益が悪化した場合でも、料金算定期間内において再度料金改定が必要となる見込みは低いです。

令和14年度値
総括原価料金改定率賃金上昇率物価上昇率パターン 料金収入

6か月分資金期末残高料金回収率経常収支比率当年度純損益

2,227,247千円2,287,857千円94.5％102.2％124,356千円5,427,305千円24.7%3.0％2.0％成⾧移行

★目標指標① 経常収支比率100％以上 ★目標指標② 水道料金収入の６か月程度の資金残高確保
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料金改定率の決定

【パターンC（日銀短観） 】
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 料金算定期間内は経常収支比率100％以上となり、目標①を達成する見込みです。
 料金算定期間内は水道料金収入の６か月程度の資金残高を概ね確保することができ、目標②を達成する見込みです。※令和10年度除く

 物価上昇率を相対的に高く見ており、それに応じた料金改定率（27.2％）に設定した場合は、料金算定期間内において再度料金改定が
必要となる見込みは低いですが、物価上昇率を相対的に高く見ている分、利益剰余が上振れする可能性があります。

令和14年度値
総括原価料金改定率賃金上昇率物価上昇率パターン 料金収入

6か月分資金期末残高料金回収率経常収支比率当年度純損益

2,271,899千円2,328,954千円95.1％102.6％149,972千円5,474,724千円27.2%3.0％2.5％日銀短観

★目標指標① 経常収支比率100％以上 ★目標指標② 水道料金収入の６か月程度の資金残高確保
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料金改定率の決定

【パターンＤ（想定超） 】
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令和14年度値
総括原価料金改定率賃金上昇率物価上昇率パターン 料金収入

6か月分資金期末残高料金回収率経常収支比率当年度純損益

2,316,551千円2,550,973千円95.7％103.0％173,943千円5,523,059千円29.7%3.0％3.0％想定超

★目標指標① 経常収支比率100％以上 ★目標指標② 水道料金収入の６か月程度の資金残高確保
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 料金算定期間内は経常収支比率100％以上となり、目標①を達成する見込みです。
 料金算定期間内は水道料金収入の６か月程度の資金残高を概ね確保することができ、目標②を達成する見込みです。※令和10年度除く

 現状想定を超える水準で物価上昇率を見ており、それに応じた料金改定率（29.7％）に設定した場合は、料金算定期間内において再度
料金改定が必要となる見込みは低いですが、現実的な数値と乖離する可能性を含んでいます。



18



19

ステップ1
財政計画の策定

ステップ4
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料金体系の設定

 将来の水需要予測の算定
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 料金体系の設定
3-1 基本料金収入と従量料金収入の割合の設定
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 各種検討事項の説明
 料金表案のパターン提示

 料金水準の算定
2-1 料金算定の手法の説明
2-2 目標の設定
2-3 料金算定期間の設定
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（出典:公益社団法人日本水道協会「水道料金算定要領」を参考に作成）

上下水道事業運営審議会

審議済

審議済（予定）

今後審議予定

今後審議予定

済
済

済
済

今後の検討事項

済

次回以降の審議内容
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（予定）


